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２．資本・業務提携の内容 

 当社は、既存株主から一部の普通株式を取得し、併せて BYO 社が第三者割当増資により新規

に発行する普通株式を引き受ける予定です。当社が保有することとなる議決権割合は 25%となりま

す。 

 尚、業務提携の具体的な内容等につきましては、今後両社間で協議を進める予定です。 

 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（1）商号 株式会社ビー・ワイ・オー 

（2）本店所在地 東京都豊島区西池袋三丁目 1 番 15 号 

（3）代表者 代表取締役社長  楊 文慶 

（4）事業内容 飲食店経営。国内 111 店舗、海外（台湾）6 店舗、合計 117 店舗展

開。（平成 30 年 1 月末時点） 

（5）資本金 49 百万円（平成 29 年 3 月末時点） 

（6）設立年月 平成 27 年 7 月（創業 平成 3 年 10 月） 

（7）大株主及び持株比率 

（平成 30 年 1 月 1 日現在） 
合同会社えん企画（78％） 

(8)上場会社と BYO 社との

間の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該当状況 
該当事項はありません。 

 

４．日程 

 （1）取締役会決議日                 平成 30 年 2 月 23 日 

 （2）本資本・業務提携契約締結日      平成 30 年 2 月 23 日 

 （3）取得株式の払込期日             平成 30 年 3 月下旬（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本資本・業務提携が中長期的に企業価値の向上に資するものと考えておりますが、業務提携の

詳細については、今後両社で協議する予定です。尚、現時点におきましては、平成 30 年 3 月期の

連結業績に与える影響は軽微であると判断しております。 

 今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 
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